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問1 日本の管理的職業従事者に占める女性の割合が11.3％という低い水準にある現状を踏まえ、企業において女性が希望に応じて管理職への昇進な
どを目指せるよう、「女性活躍推進法」で義務付けられている取り組みはどれですか。 （2021年 宮城県公立入試 類似）

1. 育児休業を取得した従業員に対し
、復職後の昇進を制限する旨を明文
化すること

2. 男女の性別にかかわらず、全ての
従業員に同一の労働時間を一律に課
すこと

3. 女性の採用者数を、毎年度必ず全
採用者の半数以上にすることを規定
すること

4. 自社の女性活躍に関する状況を把
握し、数値目標を含む行動計画を策
定すること

問2 労働基準法では、労働者の健康を守り過度な負担を避けるため、休憩時間を除いた原則的な労働時間の限度をどのように規定していますか。
（2026年 栃木県公立入試 類似）

1. 1日8時間以内、かつ1週間に48時
間以内

2. 1日10時間以内、かつ1週間に50
時間以内

3. 1日7時間以内、かつ1週間に35時
間以内

4. 1日8時間以内、かつ1週間に40時
間以内

問3 日本の労働環境において、正規雇用（正社員）が非正規雇用と比較して持っている、働き手にとっての大きな利点について述べたものとして正
しいものはどれですか。 （2017年 香川県公立入試 類似）

1. 仕事の内容や量に応じて、働く時
間を自分の裁量で自由に決められる
こと

2. 雇用期間の定めがなく、長期間に
わたって働き続けることができる安
定性があること

3. 仕事と私生活の調和を図るワーク
・ライフ・バランスを最も重視した
契約であること

4. 景気の変動に合わせて、企業側が
いつでも人員調整を行える柔軟性が
あること

問4 日本において「ワーク・ライフ・バランス」を実現するための取り組みとして、その背景や具体的な内容について述べた文として最も適切なも
のはどれですか。 （2019年 香川県公立入試 類似）

1. 労働時間を延長して残業代を増や
すことで、家庭の経済基盤を安定さ
せ、豊かな生活を送れるようにする
。

2. 労働時間の短縮を促すとともに、
育児休業や介護休業などの制度を整
えることで、仕事と家庭生活の両立
を支援する。

3. 育児や介護が必要な時期には一度
退職することを推奨し、数年後に優
先的に再雇用する仕組みを一般化さ
せる。

4. 企業が地域活動への参加を制限す
る代わりに、定年まで安定して働け
る終身雇用制度を徹底する。

問5 日本において、労働者が人間らしい生活を送るために、賃金や労働時間、休憩といった労働条件の最低基準を定めている法律は何ですか。
（2018年 秋田県公立入試 類似）

1. 労働組合法 2. 男女雇用機会均等法 3. 労働基準法 4. 労働関係調整法

問6 企業が「CSR（企業の社会的責任）」を果たすための具体的な行動として、不適切なものはどれですか。 （2022年 愛媛県公立入試 類似）

1. 二酸化炭素の排出量を削減するた
め、製造工程において再生可能エネ
ルギーを導入する。

2. 地域の清掃活動やボランティア、
文化事業への支援を積極的に行う。

3. 製品に欠陥が見つかった際、消費
者の安全を優先して速やかに情報の
公開と回収を行う。

4. 自社の利益を最大化するため、同
業他社と価格をあらかじめ協議して
決定する。

問7 近年の経済活動において、多くの企業が「企業の社会的責任（CSR）」を重視した経営を行うようになっています。企業がこのような姿勢をと
る主な理由として、現代の状況をふまえた説明として最も適切なものはどれですか。 （2018年 岩手県公立入試 類似）

1. 社会貢献活動を名目に市場を独占
し、他企業の参入を法的に制限して
競争を避けるため。

2. 政府からの公的な助成金を優先的
に受け取るために、法律で義務付け
られたノルマを達成するため。

3. 特定の株主の利益だけを最優先し
、企業の配当金を最大化させる仕組
みを構築するため。

4. 社会的な信頼を得ることで、消費
者や投資家からの評価を高め、企業
の持続的な発展につなげるため。

問8 日本の労働市場における女性の雇用形態について、2004年と2024年の統計を比較した際、25歳から54歳までの各年齢層（25〜34歳、35〜44
歳、45〜54歳）が正規雇用者数の上位を占め続けている背景を説明したものとして、最も適切なものはどれですか。 （2026年 愛知県公立入試 類似）

1. 労働基準法が改正され、25歳から
54歳までの女性を雇用する場合は非
正規雇用ではなく必ず正規雇用にし
なければならないと定められたため
。

2. 若年層の人口減少が著しいため、
企業側が24歳以下の採用を完全に停
止し、30代から50代の女性のみを正
規雇用として募集するようになった
ため。

3. 育児休業制度の整備や仕事と家庭
の両立を支援する環境づくりが進み
、出産や育児を機に離職せず正規雇
用として働き続ける女性が増えたた
め。

4. M字型カーブと呼ばれる現象がよ
り顕著になり、25歳で一度全員が退
職し、35歳を過ぎてから改めて全員
が正規雇用として復職する慣行が定
着したため。

問9 日本国憲法第27条の規定に基づき、労働者が人間らしい生活を送れるよう、賃金や労働時間、休憩、休日などの労働条件について最低限の基準
を定めた法律はどれですか。 （2023年 長野県公立入試 類似）

1. 労働組合法 2. 労働関係調整法 3. 労働基準法 4. 男女雇用機会均等法

問10 日本の主要な業種（製造業、卸売業、小売業、サービス業）の従業員構成について述べた資料において、中小企業に勤務する従業員の割合が約6
1.6％と最も低く、相対的に大企業で働く従業員の割合が最も高い業種を選択してください。 （2022年 愛知県公立入試 類似）

1. 小売業 2. 製造業 3. 卸売業 4. サービス業

問11 労働者が使用者と対等な立場で交渉できるよう、団結権などの権利を保障し、労働時間や休日などの労働条件の維持・改善を主な目的として制
定された法律として、最も適切なものはどれですか。 （2023年 長崎県公立入試 類似）

1. 男女雇用機会均等法 2. 労働基準法 3. 労働関係調整法 4. 労働組合法

問12 日本では、労働者が多様な働き方を選択できる社会の実現を目指し、「働き方改革」が進められています。2016年の統計において、従業員100
0人以上の大企業の年次有給休暇取得率が55.3％であるのに対し、従業員30人から99人の中小企業では43.8％にとどまっていました。日本の全
企業の約99.7％を中小企業が占めている現状を踏まえ、この政策が目指す方向性として最も適切なものはどれですか。 （2023年 静岡県公立入試 類似）

1. 全企業に占める中小企業の割合を
減らし、労働環境の整った大企業へ
集約すること

2. 非正規雇用の労働者をすべて公務
員として採用し、雇用の安定を図る
こと

3. 中小企業を含めた労働環境の改善
と、国全体での有給休暇の取得促進

4. 大企業の福利厚生をさらに手厚く
することで、日本経済全体の成長を
牽引すること

問13 株式会社の仕組みにおいて、株主が経営の基本方針に意見を述べたり、役員の選任といった重要な事項を決定したりするために参加する、その
会社の最高意思決定機関を何といいますか。 （2024年 埼玉県公立入試 類似）

1. 労働組合 2. 理事会 3. 株主総会 4. 証券取引所


